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○発生日時  平成23年3月11日(金） 14時46分頃 

○震央地名  三陸沖（北緯38.1度、東経142.5度） 
○規模     マグニチュード9.0 

○市内震度  震度６強 宮城野区 

          震度６弱 青葉区、若林区、泉区 

          震度５強 太白区          

○津波     3月11日14時49分  太平洋沿岸に大津波警報発令 

          津波の高さ 仙台港 7.2ｍ（推定値） 
         （地震発生後、約１時間後に津波（第一波）到達） 
 

 

※最大余震   

○発生日時 平成23年4月7日（木） 23時32分頃 

○震央地名 宮城県沖（北緯38.１度、東経141.6度） 
○規模    マグニチュード7.2  

○市内震度 震度６強 宮城野区 

         震度６弱 青葉区・若林区 

         震度５強 泉区 

             震度５弱 太白区 

地震概要 
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１．仙台市の被害状況 １．仙台市の被害状況 

震源地 

東日本大震災の概要（１） 



市内の被害状況 

仙台市内 

うち仙台市民 

死者 899名 805名 

行方不明者 30名 

負傷者 2,271名 

仙台市内 

全壊 29,981棟 

大規模半壊 26,928棟 

半壊 82,346棟 

一部損壊 115,746棟 

◎被害推計額        約1兆3,684億円 
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１．仙台市の被害状況 

※仙台市民でお亡くなりになられた方 979名 

（仙台市外で死亡が確認された仙台市民 174名 ） 

１．仙台市の被害状況 

東日本大震災の概要（２） 

◆人的被害（平成24年11月30日現在） 

◆建物被害（平成24年11月25日現在） 

◆市内被害額の概要（平成24年1月29日現在） 

市有施設関係 約   3,270億円 

その他公共施設 約     1,452億円 

住宅・宅地 約    6,086億円 

商工業関係 約     2,147億円 

農林水産業関係 

 （1）農業関連： 約721億円    

 （2）林業関連： 約0.7億円 

 （3）漁業関連： 約  8億円 

約       729億円 

 

 

高砂南部排水機場  

南蒲生浄化センター  

ガス局港工場  



浸 水 面 積：4,633ha 
宅 地 被 害：5,080宅地 
全 壊 家 屋 数：29,981棟 

SENDAI 

TOKYO 

１．仙台市の被害状況 

津波浸水区域及び主な被災宅地箇所図 
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水道・ガス・電気の復旧状況
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※電力復旧状況は宮城県全域における復旧状況 

下水道 

１．仙台市の被害状況 

ライフラインの復旧状況 
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避難者数の推移 
人口の約1/10が

避難所へ 

震災発生14：46 

3/12 

ピークから半減 

避難者数 

3/28プレハブ仮設住宅建設開始 

3/18 
市内のほぼ全域で 
電力復旧 

仙台市の人口（推計） 
1,063,024人（平成24年12月現在） 

7/31 全避難所閉鎖 4/11 仮設住宅募集開始 

4/11 
水道全面復旧 

4/16 
一部地域を除き 
都市ガスが全面復旧 
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１．仙台市の被害状況 

都市機能の低下に伴う問題 

インフラ（電気・水道・ガスなど）の停止 

帰宅困難者による避難者の増加 商店の被災、流通の停止による食糧不足 

ガソリン・灯油・重油などの燃料不足 

写真出典：河北新報ＨＰ，サンケイ新聞ＨＰ，時事通信HP 



合 計 

荒井土地区画整理事業小学校用地 

荒井2号公園 

荒井7号公園 

若林日辺ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ多目的広場 

若林日辺ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 

七郷中央公園 

六丁の目中町西公園 

卸町五丁目公園 

卸町東二丁目公園 

【 プレハブ仮設住宅内訳 】 
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応急仮設住宅募集状況 

４月１１日 第一次入居申込開始 

４月２７日 随時募集 

・借上げ民間賃貸住宅（貸主・宮城県・入居者の三者契約） 
  入居資格のある個人が探した物件については、新規契約、既に契約した物件に  

  ついては切替契約 

５月８日 第二次入居申込開始 

７月８日 第三次入居申込開始 

・プレハブ仮設住宅は原則コミュニティ申込（１０世帯以上⇒５世帯以上に変更） 
・一部のプレハブ仮設住宅、借上げ公営住宅等は世帯単独申込 

【プレハブ仮設住宅位置図】 

・プレハブ仮設住宅、借上げ公営住宅等はコミュニティ申込（１０世帯以上） 
・借上げ民間賃貸住宅は世帯単独申込 （不動産業界団体等による仲介が必要） 

・プレハブ仮設住宅、借上げ公営住宅等は全て世帯単独申込 

太白区 

宮城野
区 

仙台港背後地6号公園 

鶴巻一丁目東公園 

港南西公園 

福田町南一丁目公園 

岡田西町公園 

高砂一丁目公園 

扇町四丁目公園 

扇町一丁目公園 

100 
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62 

82 
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80 

131 

区 箇所名 建設 

戸数 

【 プレハブ福祉仮設住宅 】 

太白区 あすと長町26街区 

あすと長町38街区 

1,505 
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１．仙台市の被害状況 

若林区 194 

24 

15 

63 

134 

60 

19 

95 

233 

92 



仙台市内の 

がれき発生推計量 約１３５万トン 

仙台方式（自己完結型） 

発生場所  

①可燃物・②不燃物・③資源物に粗分別 

【分別の徹底】 
がれき搬入場（東部沿岸地区に３ケ所：計100ｈａ） 
（１次・２次仮置き場を一元化） 
・１０種類以上に細かく分別 

 がれき発生量の50％以上のリサイクルを目指す 

・各場内に仮設の専用処理施設 

 リサイクル困難な可燃物は焼却処理を行う 

搬入 地元業者を中心に発注 

石巻ブロック（石巻市、東松島市、女川町）の木くずを中心とした
可燃物を最大１０万トン受入（Ｈ24.7.27から） 

撤去 

発災 H23.12 

《がれきの処理状況》 

⇒がれきの処理が順調に進捗し，焼却処理が前倒しで完了する見通しが立ったことから， 

   がれき搬入場の現状回復も含めて完了予定 

9 

平成23年12月撤去完了 

平成26年3月処理完了予定 

H26.3 

《がれき等の処理量》 
 平成24年11月30日現在 

処理量：６６万トン 
 

発生量に対する処理割合：４９％ 

震災廃棄物の処理 

２．復興に向けて 

市処理量の約４年分 



10 

復興交付金の状況 

・防災集団移転、県道かさ上げ、 

 復興公営住宅などの事業費 
・防災集団移転の調査費 

・宅地被害対策事業費 

・復興公営住宅整備事業費 

新たに判明した被災宅地分の滑動
崩落防止工事に係る事業費など 

２．復興に向けて 

認定を受けた主な事業 
・防災集団移転、県道かさ上げ、 

 復興公営住宅などの事業費 
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浸水被害区域状況 

 

区域内人口       21,966人 

区域内世帯数    8,086世帯 

土地面積                   4,633ha 

建物棟数               12,277棟 

① 

② ③ 

④ 

仙台若林JCT 

仙台南部道路

県
道
塩
釜
亘
理
線

仙台東IC 

（仮称）仙台港IC 

仙台港北IC 

名
取
IC 

今泉IC 

仙
台
東
部
道
路

浸水被害状況図 
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３．津波被災地における復興・支援事業 
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津波浸水シミュレーション 

①大潮時の満潮位での再現 
  3月11日の津波を大潮時の満潮位（T.P.+0.76m） 
 で再現（3月11日の潮位より約1.2m高い） 

今後の予測のベースとなるもの  

・地形（標高）データ：平成23年3月11日の震災直後の地形（地盤沈下を考慮） 
・対象とする津波規模：過去最大クラスである、平成23年3月11日の津波を東北大学がモデル化し、再現。 

潮位：T.P.＋0.76m  
海岸堤防 T.P.+5.5m 
海岸堤防 T.P.+6.2m 

 堤防の高さと位置は、 
  震災時のもの 

潮位が高い分 
浸水が広がる 

潮位：T.P.+0.76m 
海岸・河川堤防 T.P.+7.2m 
県道 かさ上げ6m 

②復興計画の前提としたもの 
  １．海岸・河川堤防は国・県から示された計画による。 

  ２．盛土道路の位置は、県道を元の位置でかさ上げするが、災害 

    危険区域を縮小するため、岡田・南蒲生地区において変更 

盛土道路位置見直し 

盛土高6ｍ 

盛土道路の西側、 

井土浦の海岸堤防 

の背後の県道西側 

の宅地は浸水深が 

２ｍ以下 
海岸堤防 

T.P.7.2ｍ 

県道かさ上げ 

河川堤防 

T.P.7.2ｍ 

井土浦河川 

堤防T.P.4.4ｍ 

３．津波被災地における復興・支援事業 



津波対策施設イメージ図 

七北田川 

名取川 

道路をかさ上げする区間 

公園（丘） 

海岸防災林 

海岸・河川堤防 

避難ルート 

（平面図） 

（断面図） 
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３．津波被災地における復興・支援事業 



用地取得 

工事着手予定 
完成予定 

【平成25年度】 
＜５年程度以内＞ 

盛土材の量：約１００万㎥を想定 

 
・津波堆積土砂 

・損壊家屋解体時に発生した 

 コンクリートがれきなども利用 

仙台塩釜港 

名取市 

仙台南部道路 

かさ上げ道路の 
ルート 

現在の 
県道塩釜亘理線 

宮城野区 

かさ上げ道路事業 

若林区 
 

全体延長：約１０ｋｍ 

       （七北田川から名取川まで） 
 

道路幅員：約１０ｍ 

      （片側１車線ずつの２車線道路） 
 

盛土の高さ：現地盤から約６ｍ 

かさ上げ道路事業の概要 

用地測量 

着手予定 

【平成25年1月】 

宮城野区蒲生 

若林区藤塚 
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３．津波被災地における復興・支援事業 



海岸・河川堤防の整備や嵩上げ道路整備などのさまざまな防災施設の整備を行ってもなお、津波に 

よる浸水が予測される地区においては下記の支援制度等により、津波からの安全性を高める。 

津波被災地の復興事業 

移転対象地区 

（災害危険区域） 

防災集団移転促進 

事業による復興 

移転対象地区外 

本市独自支援制度に
よる復興 

移転対象地区 

移転対象地区外 

凡例 
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災害危険区域の指定にあたっては、昨年９月に復興計画
中間案で原案を公表した後、地域の意見を伺い区域を見
直して１１月に最終案を公表。議会での議論を経て１２月に
指定 

対象世帯約 3,860 世帯 

約 1,560 世帯 

約 2,300 世帯 

３．津波被災地における復興・支援事業 



藤塚地区 

井土地区 

荒浜地区 

新浜地区 

南蒲生地区 

蒲生・港地区 

和田・西原地区 

          凡 例 

 

       ・・・・・・・・・・移転対象区域（災害危険区域） 
 

 

            ・・・移転先地 

 

 

 

       ・・・・・・・・・・移転促進区域 
 

       ・・・・・・・・・・復興公営住宅（集合） 

区画整理 

事業地内 

区画整理 

事業地以外 

南福室地区 

上岡田地区 

荒井東地区（一部） 
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防災集団移転促進事業に係る事業計画については、 

平成２４年６月１５日付けで、国土交通大臣の同意を取得 

防災集団移転促進事業区域図 

田子西地区（一部） 田子西隣接地区 

仙台港背後地地区（一部） 

蒲生雑子袋地区 

七郷地区 

石場地区 

荒井西地区（一部） 

荒井南地区（一部） 

荒井公共区画 

整理地区（一部） 

六郷地区 

３．津波被災地における復興・支援事業 



移転対象地区における支援制度 

移転先の用地取得や造成などを行い、被災宅地の買取りを行うとともに、移転に要する費用 

（引越し費用）および移転再建資金借入利子相当額の一部を助成。 

防災集団移転促進事業 

移転対象地区（約1,560世帯） 

東部地域災害危険区域内移転者支援に関する補助金交付事業 

防災集団移転の促進に向けた借地料免除制度 
集団移転先の土地を市から借地して住宅再建する場合に、被災前後の土地価格差額と流失
建物等の住宅等移転料相当額の合算額相当分の期間（上限50年）の借地料を免除。 

+ 

移転対象地区から単独で移転 

（市外移転を含む）する場合でも、 

被災宅地の買取りを行い、集団 

移転と同等の移転費用（引越し 

費用）、借入利子相当額への 

助成を実施。 

移転促進区域 

被災宅地の買取（任意） 
（住宅等移転料含む） 

移転費用（引越し）補助 

移転先住宅団地 

仙台市が移転先
住宅団地の用地
取得・造成 

住宅再建・土地取得への 

補助（利子補給） 
移転者は移転先宅地を 

購入または借地 

３．津波被災地における復興・支援事業 

移転促進区域 

被災宅地の買取（任意） 
（住宅等移転料含む） 

移転費用 

（引越し）補助 移転先 
移転先宅地は 

移転者が自ら調達 

住宅再建・土地取得への 

補助（利子補給） 

55 戸 

H24.11末時点 

実績 
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集
団
移
転
先
へ
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単
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移
転
者
に 

対
す
る
支
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移転対象地区外における支援制度 

当該地域における現地での住宅再建のために、震災時の所有者自らが盛土や基礎のか
さ上げ等、一定の条件を満たす宅地防災工事を実施する場合に、当該工事に要する費用
の一部を助成。 

津波被災宅地防災対策に関する補助金交付事業 

当該地域に居住していた方が市内の市街化区域等に移転する場合に、移転に要する費用
（引越し費用）および移転再建資金借入利子相当額に対して、防災集団移転促進事業によ
る助成額と同等の額を助成。 

津波被災地移転住宅再建に関する補助金交付事業 

※それぞれ、10年間の時限措置 
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津波被災地域まちづくり支援事業 
本市からコンサルタントを派遣し、地域との協働によるまちづくり計画の策定を支援。 

また，当該計画に基づき、安全・安心なまちづくりやコミュニティの再生に向けて行われる
地域のまちづくり活動等に対して支援を行う。 

移転対象地区外（約2,300世帯） 

移転対象地区外 
移転費用 

（引越し）補助 
移転先 

住宅再建・土地取得への 

補助（利子補給） 

移転対象地区外 

盛土や基礎かさ上げ
への補助 

又は 

移転先宅地は 

移転者が自ら調達 

３．津波被災地における復興・支援事業 

32 戸 

H24.11末時点 

実績 

15 戸 

H24.11末時点 

実績 

３ 地区 H24.11末時点 実績 



東部地域復興まちづくり活動支援制度 

防災集団移転促進事業の移転対象者による、移転先のまちづくり検討などの自
主的な活動に対して、団体の運営費や、活動拠点施設の維持費用等の助成を行
う。 

移転対象地区内・外（約3,860世帯） 

防災集団移転促進事業に係る 

復興まちづくり助成事業 

移転対象地区以外の浸水区域における現地再建等のコミュニティ維持・再形成
等の活動を支援するため、移転対象地区と同様の助成を行う。 

東部浸水区域コミュニティ等再形成 

活動助成事業 

19 

３．津波被災地における復興・支援事業 

１ 地区 

H24.11末時点 

実績 

１ 地区 

H24.11末時点 

実績 
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災害危険区域からの集団移転・単独移転の事業スケジュール 

第３ 

四半期 

平成23年度 

  防災集団 

  移転促進 

  事業等 

 

（移転対象 

 地区内） 

第４ 

四半期 

◆ 災害危険区域の指定（Ｈ23年12月に東部沿岸の約1213.8ｈａを指定） 

合意形成・ 
移転先調整 

平成24年度 

津波シミュレーション等に関する説明会（各地区2回延べ34回) 

集団移転に関する全体説明会(延べ29回)、個別説明会(延べ67日間) 

◆ 事業計画の策定（Ｈ24年6月に国交大臣同意取得） 

単独移転者に対する支援（H24.6から受付開始（遡及あり）） 単独移転 

被災宅地
の買取 

面積確定 
（H24.7～12） 

被災宅地の買取り 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 

集団移転 市街化区域（先行４団地）： 
（造成→）申込→引渡し→住宅再建 

田子西 荒井東 

 市街化調整区域７団地： 
  基本設計→取得→実施設計→造成→申込→引渡し→住宅再建 

田子西隣接、南福室、 

上岡田、七郷、六郷 

蒲生雑子袋 石場 

荒井地区 

仙台港背後地住宅地区 

 市街化区域（組合区画整理地）２団地： 
  組合設立→設計→造成→取得→申込→引渡し→住宅再建 

荒井西、南 

３．津波被災地における復興・支援事業 
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集団移転先整備のスケジュール 

市街化区域（先行４団地） 

市街化調整区域７団地 

荒井公共区画整理地区、仙台港背後地住宅地区、田子西地区、荒井東地区 

地区 

荒井公共区画整理地区 

仙台港背後地住宅地区 

田子西地区 

荒井東地区 

宅地申込受付 

H25.1下旬頃予定 

11/11～11/28受付 

（第1期）H24年度末頃予定 

（第1期）H25年度中頃予定 

移転先宅地決定数 

０宅地／４８宅地 

－ 

－ 

－ 

分譲・借地契約数 

０宅地／４８宅地 

－ 

－ 

－ 

六郷地区、七郷地区、田子西隣接地区、上岡田地区、南福室地区、 

蒲生雑子袋地区、石場地区 

 現在、移転希望者の方々から、ご意見をいただきながら設計を進めており、並行して境界立会
いと用地測量を進めている。蒲生雑子袋地区については平成２５年度早期、石場地区については
平成２６年度中頃、その他の地区については平成２６年度末の完成を予定している。 

荒井西地区、荒井南地区 市街化区域（組合区画整理地）２団地 

３．津波被災地における復興・支援事業 

（平成２４年１１月末時点） 

 荒井西地区と荒井南地区については、組合施行の区画整理事業での整備を予定しており、
荒井南地区は10月30日、荒井西地区は11月15日に組合設立を認可し、今年度中に造成工事
に着手のうえ平成２６年度末までには、移転先宅地の供給を予定している。 



住宅の再建方法 

防災集団移転促進事業等に関する申出書の状況(1) 

集団移転 土地の所有形態 

申出書の提出世帯数 （N=1,432) 

移転希望場所（市街化区域） 移転希望場所（市街化調整区域） 

（N=578) （N=182) （N=775) 

集団移転  

775（54.1％) 

単独移転  

323（22.6％) 

復興公営住宅  

311（21.7％) 

未定など 

23（1.6％） 

田子西地区 

67（11.6％） 
荒井東地区 

62（10.7％） 

荒井南地区 

13（2.2％） 

荒井西地区 

212（36.7％） 

仙台港背後地地区 

51（8.8％） 

田子西隣接地区 

113（19.6％） 

岡田地区(南福室) 

28（15.4％） 

岡田地区(上岡田) 

59（32.4％） 

岡田地区(雑子袋) 

5（2.7％） 

石場地区 

11（6.0％） 
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荒井公共地区 

60（10.4％） 

七郷地区 

32（17.6％） 

六郷地区 

47（25.8％） 

市から土地を 

借地する 

530（68.4％） 

未定など 

146（18.8％） 

市から土地を 

購入する 

99（12．8％） 

移転対象者の92%の方が提出済み 

(H24.９末時点) 

３．津波被災地における復興・支援事業 



単独移転 
移転の時期 （N=323) 

すでに 

移転している 

146（45.2％） 

まだ移転しないが 

予定している 

160（49.5％） 

未定など 

17（5.3％） 

防災集団移転促進事業等に関する申出書の状況(２) 

23 

住宅の再建方法 申出書の提出世帯数 （N=1,432) 

集団移転  

775（54.1％) 

単独移転  

323（22.6％) 

復興公営住宅  

311（21.7％) 

未定など 

23（1.6％） 

移転対象者の92%の方が提出済み 

(H24.９末時点) 

３．津波被災地における復興・支援事業 



仮境界・仮面積の確認 実測による 
仮境界の復元、 
仮面積の算出 

24 

移転促進区域の土地の測量・買取り 

 面積確定までの進め方 

被災前の資料に基づき、 

仮の境界を現地に復元し、 

実測による仮面積を算出 

面積確認資料を 
土地所有者に 
発送   

送付資料や現地確認により 

仮境界と仮面積に同意した 

土地所有者から、面積確認
書を提出  

面積確定通知書、 
買取り依頼書を 
土地所有者に発送 

（9月下旬から11月下旬） 

 価格提示までの進め方 
【通常２～３ヶ月→１ヶ月程度に短縮！】 

１．買取り依頼書受理 ２．比準評価依頼   

３．土地の価格決定  ４．買取り依頼者への価格提示 

土地所有者から 

面積確認書の 

同意 

移転跡地の 

面積確定 

 

１ ２ ３ 

４ ５ ６ 

１００％ 約９０％ 
※残りの1割は未相続 

  の土地で、 相続人を 

  調査中 

約７０％ 

（11月以降順次） 

※全体数に対する割合 

（進捗率は平成24年12月10日現在の土地の筆数） 

仮境界や仮面積、現地の
境界がわかる写真などの 

資料を発送 仮境界や仮面積に質問や異議のある
場合は、必要に応じて現地立会いによ
る境界確認により面積を確定 

隣接する土地の 

同意があれば、 

当該土地の面積が 

確定 

移転時期や買取り
の希望時期に応じて、
土地所有者から買
取り依頼書を提出 

３．津波被災地における復興・支援事業 

※全体数に対する割合 

約３０％ 約２５％ 

※全体数に対する割合 

 地域ごとに標準的な土地の価格か
ら、標準的な土地と個々の土地の個
別的要因を比較し求める方法です。 

 標準的な土地の価格は事前に求め
ており、個々の土地の評価は短い期
間で行うことができます。 



 土地区画整理事業による再整備 

（※） 被災市街地復興推進地域 

建築行為等の許可が必要となる （土地区画整理事業を円滑に進めるため、一定規模・構造以上の建築物の建築等を制限） 

《主なスケジュール》 

  

地元説明会 

H24．7/30～8/2  

 被災市街地復興 

 推進地域（※） 
 の都市計画決定 

 土地区画整理事業の 

 都市計画決定 
事業計画の 

認可・決定 

H24．11  H25.3  H25.中頃  
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蒲生北部の再整備 

西原工業団地(北側) 

河川堤防 

蒲
生
干
潟 

塩
釜
亘
理
線 

七北田川 

鶴ヶ谷仙台港線 

施行区域 

再稼動している事業所が多い区域は可能
な限り移転を要しない整備を検討する。  東側は市有地を集約する。 

西側に民有地を集約し、被災事業所の早期復興を図る
ために先行的に整備する。 

地区東端部は貞山堀遺構の保存と蒲生干潟の自然環境に配慮し
た整備を検討する。 

（概念図） 

３．津波被災地における復興・支援事業 



今回の震災により住宅を失った方で自力では住宅を確保できない方が低廉な家賃で入居できる公営住宅。 

田子西復興公営住宅イメージパース 荒井東復興公営住宅イメージパース 

・供給目標戸数 ３，０００戸 

・本市による建設を基本としつつ、民間事業者等からの買取を進める。 

・整備位置は被災地との位置関係、交通条件や買い物等の生活環境、立地バランス等を 

 総合的に考慮して選定。 

・集合住宅を基本としながら、戸建住宅の供給も検討する。 

26 

復興公営住宅の整備 

４．公営住宅の整備 
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仙台市直接整備箇所 

整備地区 戸数 

青葉
区 

北六番丁 12戸 

上原 30戸 

通町 150戸 

霊屋下 40戸 

霊屋 100戸 

落合 110戸 

角五郎 48戸 

太白
区 

鹿野 70戸 

芦ノ口 39戸 

整備地区 戸数 

宮城
野区 

田子西 176戸 

鶴ヶ谷第二 30戸 

若林
区 

荒井東（第１期） 197戸 

若林西 152戸 

荒井東（第２期） 100戸 

地下鉄六丁の目駅周
辺 

75戸 

地下鉄卸町駅周辺 120戸 

東部防災集団移転等整備 

整備区域 戸数 

東部防災集団移転（戸建・集合） 
東部浸水区域移転（集合） 

171戸 

公募買取対象地域 

候補地区 戸数 

地下鉄南北線北部地域（泉中央・八乙
女・旭ヶ丘・台原駅周辺） 

1,380戸 

JR線東部1地域（東照宮・東仙台・苦
竹・陸前原ノ町駅周辺） 

JR線東部2地域（陸前高砂・福田町駅
周辺） 

地下鉄東西線東部地域（（仮称）荒井・
六丁の目・卸町・薬師堂駅周辺） 

地下鉄南北線南部地域（河原町・長町
1丁目・長町・長町南・富沢駅周辺） 

※早い地区で平成25年度供給開始 

※今後の要望により変更と 
  なる場合がある。 

※平成26年度整備完了予定 

◎戸数は現時点における予定戸数 

合計 1,449 戸 

復興公営住宅（集合住宅）の整備地区 

４．公営住宅の整備 



■ 

A 

B C 

D 

E 
■ 
■ 

■ 

■ 

■ ■ 
■ 

■ ■ 

■ 

■ 
■ 

■ 

■ 

■ 

■ 

公募買取対象地域 【1380戸】 

    地下鉄南北線北部地域（泉中央・八乙女・  
    旭ヶ丘・台原駅周辺） 

    JR線東部1地域（東照宮・東仙台・苦竹・ 
    陸前原ノ町駅周辺） 

    JR線東部2地域（陸前高砂・福田町駅周辺） 

    地下鉄東西線東部地域（（仮称）荒井・六丁の目・ 
    卸町・薬師堂駅周辺） 

    地下鉄南北線南部地域（河原町・長町1丁目・ 
    長町・長町南・富沢駅周辺） 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

■ 仙台市直接整備箇所〔1449戸〕 
   （一部買取を含む） 

ＪＲ仙山線 

地
下
鉄
南
北
線 

ＪＲ仙石線 
上原（30戸） 

落合（110戸） 

地下鉄東西線 

角五郎（48戸） 

芦ノ口 

（39戸） 

霊屋下（40戸） 

霊屋（100戸） 

北六番丁（12戸） 

通町（150戸） 

鶴ヶ谷第二（30戸） 
田子西（176戸） 

鹿野 

（70戸） 

若林西（152戸） 

卸町駅周辺 

（120戸） 

荒井東二期（100戸） 

荒井東一期（197戸） 

六丁の目駅周辺（75戸） 
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４．公営住宅の整備 

直接整備箇所・公募買取整備地域 

ＪＲ東北本線 



仙台市 

直接整備箇所 

公募買取り 
対象箇所 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

防災集団移転等 
に伴う整備 

復興公営住宅整備のスケジュール 

仙台市による直接整備と、公募買取り事業者の募集により、平成２６年度末までの整備を
目指す。 
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建設工事 

９地区773戸 

供給(予定) 

６地区664戸 

供給(予定) 

公
募
買
取
募
集
開
始 

１地区12戸 

供給(予定) 

入居 

募集 

入居 

募集 
入居 

募集 

設計 

建設工事 

防災集団移転等の進捗にあわせて整備・供給 

1380戸 

供給(予定) 

事
業
者
決
定
・協
定
締
結 

４．公営住宅の整備 



被災宅地の復旧事業について 

２つの支援制度により 
宅地復旧を支援 

公共事業による 

宅地復旧 
助成金制度による 

宅地復旧 

30 

（約５割） （約５割） 

利益を受ける者が特定できる私有財産の保全
であることから、宅地所有者が一部負担（各擁
壁工事費の10%） 

公共事業による宅地復旧 

・造成宅地滑動崩落緊急対策事業 
・災害関連地域防災がけ崩れ対策事業 

助成金制度による宅地復旧 

・東日本大震災被災宅地復旧工事助成金制度 

擁壁被害程度が「危険」又は「要注意」宅地と確認 
された個人所有の宅地で、擁壁等の復旧工事の 
うち、100万円を超える部分の90%を助成 
（上限額1,000万円） 

被災宅地状況図 

被害程度「中程度」以上の宅地は、 

仙台市内に５,０８０宅地 

（平成24年５月末現在） 

仙台駅 

５ｋｍ 

５．宅地被害復旧・支援事業 

（平成24年12月17日現在） 



          地元説明会の開催 

 

 

平成24年度 平成25年度 平成23年度 

公共事業 

（国の補助 
事業） 

 

宅地復旧事業のスケジュール 
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測量・調査 

設計 

工事 

 

２１０地区開催済 

助成金の交付決定を受けた宅地数 ３１７ 宅地 

（平成24年11月30日現在） 

２０地区発注手続中 

（うち３地区契約済） 

【設計説明会】 

該当予定地区数 

２４９ 地区 

仙台市独自支援制度 

５．宅地被害復旧・支援事業 



● 建築制限（災害危険区域条例）  

災害危険区域の指定について 

● 防災集団移転促進事業の対象 

   （約８０世帯） 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 

災害危険区域指定 

事業計画策定 

大臣同意 

移転元の土地の買収 

移転先の用地の取得 

住民移転 

移転元の整備 

【対象地区】 
太白区緑ヶ丘四丁目の一部の区域 

（２．２ha） 

仙台宮城ＩＣ 

長町駅 

緑ヶ丘四丁目 

緑ヶ丘四丁目 

今後のスケジュール 

286 

八木山 

動物公園 

東北 

工大 

仙台駅 

太白区役所 

若林区役所 

32 

５．宅地被害復旧・支援事業 



住宅の再建方法 

防災集団移転促進事業等に関する申出書の状況 

申出書の提出世帯数 （N=77） 

33 

地区内の94%の方が提出済み 
(10月15日到着分までの集計) 

（N=32) 

移転を予定 

11（34.4％） 

すでに移転 

している 

21（65.6％） 

復興公営住宅 （N=39) 

北六番丁 

1（2.6％） 

その他（検討中） 
1（2.6％） 

鹿野 

37（94.9％） 

移転の時期 

単独移転 

復興公営住宅  

39（50.6％) 
単独移転  

32（41.6％) 
集団移転  

3（3.9％) 

未定など 

3（3.9％） 

入居希望場所 

５．宅地被害復旧・支援事業 
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【入居世帯数】 
【入居世帯の状況】 

３分の１は仙台市外 
（福島県からは１割弱） 

（平成24年12月1日現在） 

仙台市 

7,216(66.2%) 
宮城県内他市町 

2,799(25.7%) 

岩手県52(0.5%) 

福島県 

796（7.3%) 

その他・不明 

37(0.3%) 

全体 （N=10,900） 

震災時の居住地 

応急仮設住宅 

  3月30日現在 12月1日現在 割合 

プレハブ仮設住宅 1,346世帯 1,236世帯 11.3% 

借上げ民間賃貸住宅 9,838世帯 8,890世帯 81.6% 

借上げ公営住宅等 825世帯 774世帯 7.1% 

合計 12,009世帯 10,900世帯 100.0% 

６．生活再建支援 



生活支援体制（１） 

借上げ民間賃貸住宅 

入居者の孤立防止 
【地域支えあいセンター事業】 

健康・福祉に関する 

相談・指導 

生 活 支 援 

プレハブ仮設住宅等 

での声がけ・見守り活動 

応急仮設住宅入居者に対する行政、関係機関、支援団体などによる継続支援 

 戸別訪問などによる健康面のサポートや見守り、交流イベントなどによるコミュニティづくり、支援情報の 

提供など 

プレハブ仮設住宅等 

におけるコミュニティ支援 

就労支援 

サロン活動等 

高齢者世帯等への 

戸別訪問 

【区役所】 【社会福祉協議会】 【ＮＰＯ等】 

35 

６．生活再建支援 



生活支援体制（２） 

被災者支援システム 

支 援 の 充 実 

 これまで別々に管理していた被災者関連情報
を一元的に管理し、被災者の生活再建に向けた
きめ細かな支援を推進 

ひとり暮らし高齢者等生活支援システム 

（平成２４年９月開始） 

【対象：仮設住宅にお住まいのひとり暮らしの高齢者 

（６５歳以上）や重度障害者等】 

被災者 

関連情報 

一元化 

各種調査結果 各種調査結果 各種調査結果 

り災証明 り災証明 り災証明 

支援金・ 
義援金 
支援金・ 
義援金 
支援金・ 
義援金 

復興定期便 

 生活支援情報を含め 

各種情報を希望者に 

送付 

36 

応急仮設住宅 

入居者 

（１回30分１日２回まで） 

※各種センサーが異常を感知し、警備会社に通報 

※携帯電話から 

警備会社へ通報 

６．生活再建支援 



復興特区 産業集積区域図 

仙台宮城I.C 
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民間投資促進特区 
（ものづくり産業） 

農と食のフロンティア 
推進特区 

民間投資促進特区 
（情報サービス関連産業） 

仙台南部道路 

泉インターシティ 
泉パークタウン 

泉パークタウン 

南吉成リサーチパーク 

松原工業団地 

生出地区の 
区画整理予定地 

四郎丸地区 
（農業振興地域） 

東部地域 
（農業振興地域） 

青葉山① 

青葉山② 

星陵 

地下鉄東西線 

平成27年度開業予定 

地下鉄南北線 

泉I.C 

７．経済の復興に向けて 

仙台塩釜港 

東部の工業専用・ 
準工業地域 

（扇町、日ノ出町、 
卸町東地区等） 

仙台東I.C 

中心市街地 

泉中央 

仙台南I.C 

仙台駅 

あすと長町 

仙台港背後地  
流通業務地区 

仙台港周辺地区 

平成24年12月認定 



対象業種 

①民間投資促進特区（ものづくり産業） 

東部の工業専用地域・準工業地域 
（扇町、日ノ出町、卸町東地区ほか） 

生出地区の 
区画整理予定地 

南吉成リサーチパーク 

松原工業団地 

泉インターシティ 

泉パークタウン 

仙台港周辺地区 

■自動車関連産業  ■高度電子機械産業  

■食品関連産業  ■木材関連産業  

■医療・健康関連産業  ■クリーンエネルギー関連産業  

■航空宇宙関連産業  ■船舶関連産業  

◎特別償却／税額控除  

◎法人税特別控除  

○新規立地促進税制  

◎研究開発税制  

◎法人事業税免除 
◎不動産取得税免除 
◎固定資産税免除 
◎都市計画税免除   

税制上の特例措置  対象地域 

▼地方税  

▼国税  

◎：既存立地事業者及び新規立地新設事業者 

  に適用可能 

○：新規立地新設企業のみ適用可能 

※上記国税の特例のうち、特別償却
／税額控除、新規立地促進税制もし
くは研究開発税制のいずれかの特例
に係る指定を受けた場合に限ります。 

選
択
適
用 

※上記に関連する製造業、物流業、卸売業が対象 

指定事業者数 ３９社 （平成２４年１１月末現在） 
38 

７．経済の復興に向けて 



対象業種 

②民間投資促進特区（情報サービス関連産業） 

星陵 

泉パークタウン 

青葉山 

泉中央 

あすと長町 

中心市街地 

■ソフトウェア業、情報処理 ・提供サービス業 

■インターネット付随サービス業  ■コールセンター  

■BPOオフィス  

■デジタルコンテンツ関連業  

◎特別償却／税額控除  

◎法人税特別控除  

○新規立地促進税制  

◎研究開発税制  

税制上の特例措置  対象地域 

▼地方税  

▼国税  

◎：既存立地事業者及び新規立地新設事業者 

  に適用可能 

○：新規立地新設企業のみ適用可能 

※上記国税の特例のうち、特別償却
／税額控除、新規立地促進税制もし
くは研究開発税制のいずれかの特例
に係る指定を受けた場合に限ります。 

選
択
適
用 

■データセンター  ■設計開発関連業  

指定事業者数 ２１社（平成24年11月末現在）  
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７．経済の復興に向けて 

◎法人事業税免除 
◎不動産取得税免除 
◎固定資産税免除 
◎都市計画税免除   



対象業種 

仙台市東南部の農業振興地域 

■農業関連加工・流通・販売関連産業 

■農業関連再生可能エネルギー関連産業 

■農業関連試験研究関連産業 

◎特別償却／税額控除  

◎法人税特別控除  

○新規立地促進税制  

◎研究開発税制  

税制上の特例措置  対象地域 

▼地方税  

▼国税  

◎：既存立地事業者及び新規立地新設事業者 

  に適用可能 

○：新規立地新設企業のみ適用可能 

※上記国税の特例のうち、特別償却
／税額控除、新規立地促進税制もし
くは研究開発税制のいずれかの特例
に係る指定を受けた場合に限ります。 

選
択
適
用 

③農と食のフロンティア推進特区 

指定事業者数 ３社（平成24年11月末現在）  
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■農業 

７．経済の復興に向けて 

◎法人事業税免除 
◎不動産取得税免除 
◎固定資産税免除 
◎都市計画税免除   



年度 営農再開面積(ｈａ) 進捗率（％） 

Ｈ24 560(60) 30 

Ｈ25 1,460(60) 78 

Ｈ26 1,860(60) 100 

7．経済の復興に向けて 

農地の復旧と再生 

◆ 仙台市東部地区の約1,800ha、 
  四郎丸地区の約60haの農地 
    が津波により浸水 

◆ 東部地区は東北農政局にお 
    いて、四郎丸地区は宮城県 
    において除塩・復旧工事を 
    実施 

農地の除塩・復旧 

※( )内数値は太白区四郎丸地区の営農再開面積 

仙台東部道路 

県道 

塩釜亘理線 

津波範囲 

農地復旧及び除塩工事完了(復旧済み)   560ha 

H24 農地復旧及び除塩工事予定       900ha 

H25 農地復旧及び除塩工事予定       400ha 

仙台市東部地区及び四郎丸地区 

四郎丸地区 

東部地区 

がれきの散乱した農地 
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整備前 

〈イメージ〉 

・耕作地が分散しており、作業効率が 
 悪い 

仙台市東部地区(事業主体：国) 

仙台市四郎丸地区(事業主体：県) 

7．経済の復興に向けて 

・大区画化、水路・農道の整備により大型 

 機械の導入が可能 

・農地の集団化や利用集積による団地化が 

 すすみ、作業効率が向上 

ほ場整備事業 
 農地及び農業用用排水施設の復旧とともに大区画化を主体としたほ場整備を実施し、農地の利用集
積による経営規模の拡大と経営の合理化を図り、農業生産性の向上及び農業経営の安定を目指す。 

・地区面積：100ha(農地、道路・水路含む) 

・農地面積：92ha(現況) 

整備後 

・地区面積：2,162ha(農地、道路・水路含む) 

・農地面積：1,924ha(現況) 

【ほ場整備事業スケジュール】 

地域住民の意見聴取 

宮城県知事協議 

関係農家の同意徴集 

事業計画の決定 

事業計画書の公告縦覧 

事業計画確定 

換地・評価委員会の設置 

従前地調査 

換地設計基準・土地評価基準の作成 

換地計画原案の検討・作成 

ほ場整備工事 

9 10 

平成24年度 

11 12 1 2 3 

平成25年度 
4 5 6 7 8 9 10 11 12 

● 

● 

● 

事業計画作成 

住民説明会 

計画概要の公告 

関係農家の同意徴集 

適否の決定 

事業計画書の公告縦覧 

事業計画の確定 

換地計画原案の検討・作成 

ほ場整備工事 

9 11 1 3 5 7 9 10 12 10 12 2 4 6 8 11 

● 

● 

平成24年度 平成25年度 
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東日本大震災の概要（１）［３］ 
東日本大震災の概要（２)［４］ 
津波浸水区域及び主な被災宅地箇所図［５］ 
ライフラインの復旧状況・避難者数［６］ 
都市機能の低下に伴う問題［７］ 
応急仮設住宅募集状況［８］           

 
 

震災廃棄物の処理［９］             （環境局震災廃棄物対策室） 
復興交付金の状況［10］               （復興事業局震災復興室） 
 
 
 

浸水被害状況図［11］ 
津波浸水シミュレーション［12］         （復興事業局震災復興室）              

津波対策施設イメージ図［13］         （復興事業局震災復興室）  
かさ上げ道路事業［14］                                   （建設局道路計画課） 
津波被災地の復興事業［15］                   （復興事業局事業計画課） 
防災集団移転促進事業区域図［16］                     （同上） 
移転対象地区における支援制度［17］                   （同上） 
移転対象地区外における支援制度 

・津波被災地域まちづくり支援事業［18上］（都市整備局区画整理課） 
・津波被災宅地防災対策に関する補助金交付事業［18下］ 
                           （復興事業局事業調整課） 
・津波被災地移転住宅再建に関する補助金交付事業［18下］ （同上） 
東部地域復興まちづくり活動支援制度 

・防災集団移転促進事業に係る復興まちづくり助成事業［19上］ 
                            （復興事業局移転推進課）  

・東部浸水区域コミュニティ等再形成活動助成事業［19下］ 
                            （都市整備局都市計画課） 
・災害危険区域からの集団移転・単独移転の事業スケジュール［20］ 
                           （復興事業局事業計画課） 
・集団移転先整備のスケジュール［21］                    （同上） 

担当課および問い合わせ先一覧（１） 

１．仙台市の被害状況 

 

 
 

 
 

２．復興に向けて 

 
 

３．津波被災地における復興・支援事業 

 

防災集団移転促進事業等に関する申出書の状況（１）（２）［22］［23］ 
                          （復興事業局移転推進課） 
移転促進区域の土地の測量・買取り  

・面積確定までの進め方［24上］              （復興事業局移転工事課）          

・価格提示までの進め方［24下］              （復興事業局移転用地課） 
蒲生北部の再整備［25］                           （復興事業局事業調整課） 

４．公営住宅の整備 

 

 
 

５．宅地被害復旧・支援事業 

 

 
 

６．生活再建支援 

 

 

７．経済の復興に向けて 

復興公営住宅の整備［26］                        （都市整備局市営住宅課） 
復興公営住宅（集合住宅）の整備地区［27］            （同上） 
直接整備箇所・公募買取整備地域［28］              （同上） 
復興公営住宅整備のスケジュール［29］                              （同上） 
 
 

被災宅地の復旧事業について［30］    （復興事業局宅地保全調整課） 
宅地復旧事業のスケジュール［31］                                      （同上） 
災害危険区域の指定について［32］  （復興事業局南部宅地工事課） 
防災集団移転促進事業等に関する申出書の状況［33］           （同上） 

 
 
応急仮設住宅［34］            （復興事業局生活再建支援室） 
生活支援体制（１）［35］                                            （同上） 
生活支援体制（２）［36］                                            （同上） 
 

 

復興特区 産業集積区域図［37］ 
①民間投資促進特区（ものづくり産業）［38］  （経済局産業振興課） 
②民間投資促進特区（情報サービス関連産業） ［39］             （同上） 
③農と食のフロンティア推進特区［40］   （経済局東部農業復興室） 
農地の復旧と再生［41］                         （同上）     

ほ場整備事業［42］                           （同上）  
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［ ］内はページ数 



担当課（部省略） 問い合わせ先 該当ページ 

復興事業局 

震災復興室 022-214-1266 10,12,13 復興リポート全体 

生活再建支援室 022-214-8579 34,35,36 

事業計画課 022-214-8473 15,16,17,20,21 

移転推進課 022-214-8805 19 （防災集団移転促進事業に係る復興まちづくり助成事業）, 22,23 

移転工事課 022-214-8492 24(面積確定までの進め方） 

移転用地課 022-214-8460 24(価格提示までの進め方） 

事業調整課 022-214-8032 
 

022-214-8031 

18（津波被災宅地防災対策に関する補助金交付事業） 
      （津波被災地移転住宅再建に関する補助金交付事業） 

25 

宅地保全調整課 022-214-8450 30,31 

南部宅地工事課 022-214-8445 32,33 

環境局 震災廃棄物対策室 022-214-8679 9 

経済局 産業振興課 022-214-8276 38,39 

東部農業復興室 022-214-7329 40,41,42 

都市整備局 

都市計画課 022-214-8293 19(東部浸水区域コミュニティ等再形成活動助成事業） 

区画整理課 022-214-8311 18(津波被災地域まちづくり事業） 

市営住宅課 022-214-8333 26,27,28,29 

建設局 道路計画課 022-214-8374 14 

担当課および問い合わせ先一覧（2） 
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※ 「仙台復興リポート」に関する問い合わせ先：復興事業局震災復興室  022-214-1266 


